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【手続補正書】
【提出日】平成23年7月1日(2011.7.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配列番号：６に示すポリペプチドを含有すると思われる試料において、前記ポリペプチ
ドを検出する方法であって、前記試料を配列番号：１２又は配列番号：１２の細胞外ドメ
インに示すポリペプチドと接触させ、前記試料において配列番号：６に示すポリペプチド
と配列番号：１２又は配列番号：１２の細胞外ドメインに示すポリペプチドとのコンジュ
ゲートの形成を測定することを含む方法。
【請求項２】
　前記試料が配列番号：６に示すポリペプチドを発現していると思われる細胞を含む、請
求項１に記載の方法。
【請求項３】
　配列番号：１２に示すポリペプチドが検出可能な支持体で標識されている、請求項１に
記載の方法。
【請求項４】
　配列番号：１２に示すポリペプチドが、固体支持体に付着している、請求項１に記載の
方法。
【請求項５】
　配列番号：６に示すポリペプチドを発現する細胞を生物活性分子と結合させる方法であ
って、前記細胞を、前記生物活性分子と結合している配列番号：１２又は配列番号：１２
の細胞外ドメインに示すポリペプチドと接触させ、配列番号：６に示すポリペプチドと配
列番号：１２又は配列番号：１２の細胞外ドメインに示すポリペプチドと結合させること
により、前記生物活性分子を前記細胞と結合させる前記方法。
【請求項６】
　前記生物活性分子がトキシン、放射線標識又は抗体である、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記生物活性分子が前記細胞の死を引き起こす、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　配列番号：６に示すポリペプチドを発現する細胞の少なくとも１つの生物活性を調節す
る方法であって、配列番号：１２又は配列番号：１２の細胞外ドメインに示すポリペプチ
ド又は配列番号：６に示すポリペプチドに対する抗体と接触せしめ、前記ポリペプチド又
は抗体が配列番号：６に示すポリペプチドと結合し、それによって、前記細胞の少なくと
も１つの生物活性を調節することを含んでなる前記方法。
【請求項９】
　前記細胞が死滅する、請求項８に記載の方法。
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